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目標

実績
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目標

実績

達成率

目標

実績
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単位 区分 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

目標

実績
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目標

実績

達成率

目標

実績
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21 02 02 01 大事業 中事業

01 01

1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 1 年度 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

0

-5,561 

0

0

0

-5,561 

千円

（予　算） （決　算）

負担金、補助及び交付金 163,699 負担金、補助及び交付金 120659 千円

支出事業内容 支出事業内容

主　な 主　な

1

最終予算額 163,699 千円 予算執行率 73.7% トータルコスト(A+B) 142,114 136,735 120,981

人件費計(千円)(B) 336 321 322 328

139,243 139,243 -15,754 

0

延べ業務事務時間 96 96 96 96 96 0
財源名称

療養給付費等負担金（普通交付金） 従事正職員人数 1 1 1 1 1

138,915 合計(A) 141,778 136,414 120,659 138,915

328

0

合計 146,993 169,260 163,699 138,915 138,915 -15,755 

一般財源 一般財源

その他特財

0

その他特財 0

町　債 町　債

138,915 県支出金 141,778

0

県支出金 146,993 169,260 163,699 138,915 138,915 -15,755 136,414 120,659 138,915

予算
（千円）

前年比
決算

（千円）
前年比

実 績 実 績 見込 見込

国庫支出金 国庫支出金

実績 見込 見込 実 績 実 績 実績

予算科目
会計 款 項 目 予算上の事業名 事業番号

国民健康保険特別会計（事業勘定） 保険給付費 高額療養費 一般被保険者高額療養費 一般被保険者高額療養費 21066

３．事務事業の予算・コスト概要

111.4% 104.6% 106.9% 100.6%

ウ → ウ

イ 高額療養の支給 → イ 支給した被保険者数 人

    

850 850 800 850 850

947 889 855

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

回

12 12 12 12 12

12 12 12

③主な活動内容 ⑥活動指標

ア 申請のお知らせ発送・申請の受付 → ア お知らせ発送回数

    

ウ → ウ

イ → イ

    

850 850

947 889 855

111.4% 104.6% 106.9% 100.6%

ア 高額な医療費に対する負担軽減 → ア 負担軽減した被保険者数 人

850 850 800

②意図（対象をどのような状態にしたいのか） ⑤成果指標（意図の達成度）

ウ → ウ

イ → イ

２．事務事業の対象・意図・活動・成果指標

①対象（誰、何を対象にしているのか）　　 ④対象指標

ア 国保一般被保険者 → ア 鏡野町の国保一般被保険者数（年度末） 人
2,750 2,700 2,650 2,650 2,650

2,700 2,690 2,649

単年度繰返し 国民健康保険被保険者が安心して医療を受けられるよう安定した国保財政を運営す
るための事業
国保一般被保険者医療費保険者負担分（医科・歯科・調剤等）で疾病、負傷に対す
る保険者負担の費用
100%普通交付金でみてもらえるため、国保連合会から資料で県へ交付金を請求す
る。
県からの交付金を調定するが、予算より公金振替することで処理する。

国民健康保険法により市町村等に運営事業が
義務づけされている。
平成３０年度より県国保へ変更したため県費か
ら交付金が歳入となる。

単年度のみ

１．事務事業の概要

①事業期間 ②今年度の事業内容（具体的な内容、事務概要等を簡潔に記載する） ③開始したきっかけ（いつ頃、どんな経緯で）

村島　浩文

施策名 地域医療の充実 根拠法令等 　国民健康保険法
21066

政策名 こころあたたかい福祉の里づくり 係名 医療保険係 担当者・シート作成者

事業番号 事務事業名 一般被保険者高額療養費 所管課名 保健福祉課 年度課長名 安道　智秋
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